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承認第1号 専決処分事項の承認について(令和6年度橋本市一般会計 

 補正予算(第15号)) ････P1 

承認第2号 専決処分事項の承認について(令和6年度橋本市工業団地 

 造成事業特別会計補正予算(第6号)) ････P8 

承認第3号 専決処分事項の承認について(令和7年度橋本市一般会計 

 補正予算(第1号)) ････P15 

承認第4号 専決処分事項の承認について(橋本市消防団員等公務災害 

 補償条例の一部を改正する条例) ････P22 
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承認第 1 号

専決処分事項の承認について

令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 15 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 15 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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令和６年度　橋本市一般会計補正予算（第 15 号）  

 

令和６年度橋本市の一般会計補正予算（第 15 号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入予算の補正） 

第１条　歳入補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入予算の金額は、「第 1 表　歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条　地方債の追加、変更及び廃止は、「第２表　地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 3 月 31 日　専決  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  

 

 

-3-



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

253,8321,625252,2072 地 方 譲 与 税

54,4911,49153,0001 地 方 揮 発 油 譲 与 税

166,760760166,0002 自 動 車 重 量 譲 与 税

32,581△62633,2073 森 林 環 境 譲 与 税

4,251△1494,4003 利 子 割 交 付 金

4,251△1494,4001 利 子 割 交 付 金

99,53643,53656,0004 配 当 割 交 付 金

99,53643,53656,0001 配 当 割 交 付 金

116,83087,83029,0005 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

116,83087,83029,0001 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

83,4318,43175,0006 法 人 事 業 税 交 付 金

83,4318,43175,0001 法 人 事 業 税 交 付 金

1,484,26741,2671,443,0007 地 方 消 費 税 交 付 金

1,484,26741,2671,443,0001 地 方 消 費 税 交 付 金

21,115△1,88523,0008 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

21,115△1,88523,0001 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

30,215△3,78534,0009 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

30,215△3,78534,0001 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

312,63211,286301,34610 地 方 特 例 交 付 金

11,28611,28602 地 方 税 減 収 補 填 特 別 交 付 金

8,979,01646,3658,932,65111 地 方 交 付 税

8,979,01646,3658,932,6511 地 方 交 付 税

3,3183183,00012 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

3,3183183,0001 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

2,394,579△235,7872,630,36619 繰 入 金

2,262,386△235,7872,498,1732 基 金 繰 入 金

1,150,4509481,149,50221 諸 収 入

1,072,2539481,071,3055 雑 入

1,984,35101,984,35122 市 債

1,984,35101,984,3511 市 債

32,465,172032,465,172歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

253,8321,625252,2072 地 方 譲 与 税

54,4911,49153,0001 地 方 揮 発 油 譲 与 税

166,760760166,0002 自 動 車 重 量 譲 与 税

32,581△62633,2073 森 林 環 境 譲 与 税

4,251△1494,4003 利 子 割 交 付 金

4,251△1494,4001 利 子 割 交 付 金

99,53643,53656,0004 配 当 割 交 付 金

99,53643,53656,0001 配 当 割 交 付 金

116,83087,83029,0005 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

116,83087,83029,0001 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

83,4318,43175,0006 法 人 事 業 税 交 付 金

83,4318,43175,0001 法 人 事 業 税 交 付 金

1,484,26741,2671,443,0007 地 方 消 費 税 交 付 金

1,484,26741,2671,443,0001 地 方 消 費 税 交 付 金

21,115△1,88523,0008 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

21,115△1,88523,0001 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

30,215△3,78534,0009 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

30,215△3,78534,0001 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

312,63211,286301,34610 地 方 特 例 交 付 金

11,28611,28602 地 方 税 減 収 補 填 特 別 交 付 金

8,979,01646,3658,932,65111 地 方 交 付 税

8,979,01646,3658,932,6511 地 方 交 付 税

3,3183183,00012 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

3,3183183,0001 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

2,394,579△235,7872,630,36619 繰 入 金

2,262,386△235,7872,498,1732 基 金 繰 入 金

1,150,4509481,149,50221 諸 収 入

1,072,2539481,071,3055 雑 入

1,984,35101,984,35122 市 債

1,984,35101,984,3511 市 債

32,465,172032,465,172歳 入 合 計
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起　債　の　目  的 限 度 額 起債の方法

千円

一 般 単 独 事 業 債 33,200

証書借入
又　　は
証券発行

限 度 額 起債の方法

千円

施 設 整 備 事 業 271,700

証書借入
又　　は
証券発行

公共施設等適正管理推進事業 858,800

起　債　の　目  的 限 度 額 起債の方法

千円

市 町 村 振 興 資 金 貸 付 33,200

証書借入
又　　は
証券発行

第２表　地方債補正

（追     加）

利   率 償還の方法

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。

（変     更）

補　　　　正　　　　前

利   率 償還の方法

（廃     止）

利   率 償還の方法

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。

起　債　の　目  的

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。
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限 度 額 起債の方法

千円

281,700

848,800

補　　　　正　　　　後

利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。
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承認第 2 号

専決処分事項の承認について

令和 6 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 6 号)について、急

施を要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に

基づき、別紙のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定によ

り議会に報告し、承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

令和 6 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 6 号)について、急

施を要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に

基づき、別紙のとおり市長において専決処分する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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令和 6 年度　橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算（第 6 号） 

 

令和 6 年度橋本市の工業団地造成事業特別会計補正予算（第 6 号）は、

次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 400,159 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,102,687 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 3 月 31 日　専決  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

490,393400,15990,2343 繰 入 金

490,393400,15990,2341 基 金 繰 入 金

1,102,687400,159702,528歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

490,393400,15990,2343 繰 入 金

490,393400,15990,2341 基 金 繰 入 金

1,102,687400,159702,528歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,098,279400,159698,1201 工 業 団 地 造 成 事 業 費

1,098,279400,159698,120 1 工 業 団 地 造 成 事 業 費

1,102,687400,159702,528歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,098,279400,159698,1201 工 業 団 地 造 成 事 業 費

1,098,279400,159698,120 1 工 業 団 地 造 成 事 業 費

1,102,687400,159702,528歳 出 合 計
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承認第 3 号

専決処分事項の承認について

令和 7 年度橋本市一般会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

令和 7 年度橋本市一般会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。

令和 7 年 4 月 15 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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令和７年度　橋本市一般会計補正予算（第１号） 

 

令 和 ７年 度 橋 本 市 の一 般 会 計 補 正 予 算 （第 １号 ）は、次 に定 めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 39,090 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 31,004,950 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 4 月 15 日　専決  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,461,00139,0902,421,91116 県 支 出 金

315,78839,090276,6983 委 託 金

31,004,95039,09030,965,860歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,461,00139,0902,421,91116 県 支 出 金

315,78839,090276,6983 委 託 金

31,004,95039,09030,965,860歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,596,12039,0903,557,0302 総 務 費

145,71239,090106,622 5 選 挙 費

31,004,95039,09030,965,860歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,596,12039,0903,557,0302 総 務 費

145,71239,090106,622 5 選 挙 費

31,004,95039,09030,965,860歳 出 合 計
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承認第 4 号

専決処分事項の承認について

橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、急施を

要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づ

き、別紙のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議

会に報告し、承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、急施を

要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づ

き、別紙のとおり市長において専決処分する。

令和 7 年 3 月 27 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

橋本市消防団員等公務災害補償条例 (平成 18年橋本市条例第224号 )の一部を次のように改正する。なお、改正

部分は次の表中下線の部分である。

改 正 後 改 正 前

(補 償 基 礎 額 ) (補 償 基 礎 額 )

第 5条 略 第 5条 略

2 前 項 の 補 償 基 礎 額 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 2 前 項 の 補 償 基 礎 額 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

(1) 略 (1) 略

(2) 消 防 作 業 従 事 者 、 救 急 業 務 協 力 者 若 し く は 水 防 従 事 者 又

は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下「 消 防 作 業 従 事 者 等 」と い う 。)が 消

防 作 業 等 に 従 事 し 、若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、又 は 応 急 措

置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ り 死 亡 し 、負 傷 し 、若 し く は 疾

病 に か か り 、又 は 消 防 作 業 等 に 従 事 し 、若 し く は 救 急 業 務 に

協 力 し 、又 は 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ る 負 傷 若 し

く は 疾 病 に よ り 死 亡 し 、若 し く は 障 害 の 状 態 と な っ た 場 合 に

は 、 9,700円 と す る 。 た だ し 、 そ の 額 が 、 そ の 者 の 通 常 得 て

い る 収 入 の 日 額 に 比 し て 公 正 を 欠 く と 認 め ら れ る と き は 、 1

万 4,500円 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て こ れ を 増 額 し た 額 と す

る こ と が で き る 。

(2) 消 防 作 業 従 事 者 、 救 急 業 務 協 力 者 若 し く は 水 防 従 事 者 又

は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下「 消 防 作 業 従 事 者 等 」と い う 。)が 消

防 作 業 等 に 従 事 し 、若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、又 は 応 急 措

置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ り 死 亡 し 、負 傷 し 、若 し く は 疾

病 に か か り 、又 は 消 防 作 業 等 に 従 事 し 、若 し く は 救 急 業 務 に

協 力 し 、又 は 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ る 負 傷 若 し

く は 疾 病 に よ り 死 亡 し 、若 し く は 障 害 の 状 態 と な っ た 場 合 に

は 、 9,100円 と す る 。 た だ し 、 そ の 額 が 、 そ の 者 の 通 常 得 て

い る 収 入 の 日 額 に 比 し て 公 正 を 欠 く と 認 め ら れ る と き は 、 1

万 4,200円 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て こ れ を 増 額 し た 額 と す

る こ と が で き る 。

3 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 で 、非 常 勤 消 防 団 員 若 し く

は 非 常 勤 水 防 団 員 又 は 消 防 作 業 従 事 者 、救 急 業 務 協 力 者 、水 防

3 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 で 、非 常 勤 消 防 団 員 若 し く

は 非 常 勤 水 防 団 員 又 は 消 防 作 業 従 事 者 、救 急 業 務 協 力 者 、水 防
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従 事 者 若 し く は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下 「 非 常 勤 消 防 団 員 等 」 と

い う 。 )の 事 故 発 生 日 に お い て 、 他 に 生 計 の み ち が な く 主 と し

て 非 常 勤 消 防 団 員 等 の 扶 養 を 受 け て い た も の を 扶 養 親 族 と し 、

扶 養 親 族 の あ る 非 常 勤 消 防 団 員 等 に つ い て は 、前 項 の 規 定 に よ

る 金 額 に 、 第 1号 に 該 当 す る 扶 養 親 族 に つ い て は 1人 に つ き 100

円 を 、第 2号 に 該 当 す る 扶 養 親 族 に つ い て は 1人 に つ き 383円 を 、

第 3号 か ら 第 6号 ま で の い ず れ か に 該 当 す る 扶 養 親 族 に つ い て

は １ 人 に つ き 217円 を 、 そ れ ぞ れ 加 算 し て 得 た 額 を も っ て 補 償

基 礎 額 と す る 。

従 事 者 若 し く は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下 「 非 常 勤 消 防 団 員 等 」 と

い う 。 )の 事 故 発 生 日 に お い て 、 他 に 生 計 の み ち が な く 主 と し

て 非 常 勤 消 防 団 員 等 の 扶 養 を 受 け て い た も の を 扶 養 親 族 と し 、

扶 養 親 族 の あ る 非 常 勤 消 防 団 員 等 に つ い て は 、前 項 の 規 定 に よ

る 金 額 に 、 第 1号 又 は 第 3号 か ら 第 6号 ま で の い ず れ か に 該 当 す

る 扶 養 親 族 に つ い て は 1人 に つ き 217円 を 、 第 2号 に 該 当 す る 扶

養 親 族 に つ い て は １ 人 に つ き 333円 を 、 そ れ ぞ れ 加 算 し て 得 た

額 を も っ て 補 償 基 礎 額 と す る 。

(1)～ (6) 略 (1)～ (6) 略

4 扶 養 親 族 た る 子 の う ち に 15歳 に 達 す る 日 後 の 最 初 の 4月 1日

か ら 22歳 に 達 す る 日 以 後 の 最 初 の 3月 31日 ま で の 間 に あ る 子 が

い る 非 常 勤 消 防 団 員 等 に つ い て は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、

167円 に 当 該 期 間 に あ る 当 該 扶 養 親 族 た る 子 の 数 を 乗 じ て 得 た

額 を 同 項 の 規 定 に よ る 額 に 加 算 し た 額 を も っ て 補 償 基 礎 額 と

す る 。

4 扶 養 親 族 た る 子 の う ち に 15歳 に 達 す る 日 後 の 最 初 の 4月 1日

か ら 22歳 に 達 す る 日 以 後 の 最 初 の 3月 31日 ま で の 間 (以 下 こ の

項 に お い て 「 特 定 期 間 」 と い う 。 )に あ る 子 が い る 非 常 勤 消 防

団 員 等 に つ い て は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 167円 に 特 定 期

間 に あ る 当 該 扶 養 親 族 た る 子 の 数 を 乗 じ て 得 た 額 を 同 項 の 規

定 に よ る 額 に 加 算 し た 額 を も っ て 補 償 基 礎 額 と す る 。

別 表 (第 5条 関 係 ) 別 表 (第 5条 関 係 )

補 償 基 礎 額 表 補 償 基 礎 額 表

階 級 勤 務 年 数

10年 未 満 10年 以 上 20年

未 満

20年 以 上

団 長 及 び 副

団 長

円

12,900

円

13,700

円

14,500

階 級 勤 務 年 数

10年 未 満 10年 以 上 20年

未 満

20年 以 上

団 長 及 び 副

団 長

円

12,500

円

13,350

円

14,200
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附 則

(施行期日 )

１ この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。

(経過措置 )

2 この条例による改正後の橋本市消防団員等公務災害補償条例第 5条第 2項及び第 3項並びに別表の規定は、こ

の条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた橋本市消防団員等公務災害補償条例第 5条第 1項に規定する

損害補償(以下「損害補償」という。 )並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例

第 4条第 3号に規定する傷病補償年金、同条第 4号アに規定する障害補償年金及び同条第 6号アに規定する遺族

補償年金(以下「傷病補償年金等」という。)について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償 (傷

病補償年金等を除く。)及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、

なお従前の例による。

備 考 略 備 考 略

分 団 長 及 び

副 分 団 長

11,300 12,100 12,900

部 長 、班 長 及

び 団 員

9,700 10,500 11,300

分 団 長 及 び

副 分 団 長

10,800 11,650 12,500

部 長 、班 長 及

び 団 員

9,100 9,950 10,800

-26-



承認第 5 号

専決処分事項の承認について

橋本市税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治

法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり市長

において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、承認を求

める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

橋本市税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治

法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり市長

において専決処分する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市税条例の一部を改正する条例

橋本市税条例 (平成 18年橋本市条例第 70号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線

の部分である。

改正後 改正前

(公示送達) (公示送達)

第18条 法第20条の2の規定による公示送達は、公示事項(同条第2項に規定する

公示事項をいう。以下この条において同じ。)を地方税法施行規則(昭和29年総

理府令第23号。以下「施行規則」という。)第1条の8第1項に規定する方法によ

り不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるため、公示事

項が記載された書面(電磁的記録を含む。)を橋本市公告式条例(平成18年橋本

市条例第3号)第2条第2項又は第3項に規定する掲示場に掲示して行うものとす

る。ただし、掲示場を閲覧できないものには、公示事項を市の事務所に設置し

た電子計算機の映像面に表示したものの閲覧又はその写しを閲覧させることに

よってするものとする。

第18条 法第20条の2の規定による公示送達は、橋本市公告式条例(平成18年橋本

市条例第3号)第2条第2項及び第3項に規定する掲示場に掲示して行うものとす

る。

(納税証明事項) (納税証明事項)

第18条の3 施行規則第1条の9第2号に規定する事項は、道路運送車両法(昭和26

年法律第185号)第59条第1項に規定する検査対象軽自動車又は2輪の小型自動車

について天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合におい

てその旨とする。

第18条の3 地方税法施行規則(昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」とい

う。)第1条の9第2号に規定する事項は、道路運送車両法(昭和26年法律第185

号)第59条第1項に規定する検査対象軽自動車又は2輪の小型自動車について天

災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合においてその旨と

する。

(所得控除) (所得控除)

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314条の2第1項各号のいずれかに掲げる者

に該当する場合には、同条第1項及び第3項から第11項までの規定により雑損控

除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命

保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除

額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額又は特定

親族特別控除額を、前年の合計所得金額が2,500万円以下である所得割の納税

義務者については、同条第2項、第6項及び第11項の規定により基礎控除額をそ

れぞれその者の前年の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314条の2第1項各号のいずれかに掲げる者

に該当する場合には、同条第1項及び第3項から第11項までの規定により雑損控

除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命

保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除

額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額を、前

年の合計所得金額が2,500万円以下である所得割の納税義務者については、同

条第2項、第6項及び第11項の規定により基礎控除額をそれぞれその者の前年の

所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控除す
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林所得金額から控除する。 る。

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除)

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の7第1項第1号及び第2号

に掲げる寄附金又は所得税法第78条第2項第2号から第4号までに掲げる寄附金

及び租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第41条の18の2第2項に規定する特定

非営利活動に関する寄附金のうち、次に掲げるもの(法第314条の7第1項第2号

に掲げるものを除く。)を支出した場合には、同項に規定するところにより控

除すべき額(当該納税義務者が前年中に同条第2項に規定する特例控除対象寄附

金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金

額。以下この項において「控除額」という。)をその者の第34条の3及び前条の

規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合におい

て、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割

の額に相当する金額とする。

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の7第1項第1号及び第2号

に掲げる寄附金又は所得税法第78条第2項第2号及び第3号に掲げる寄附金(同条

第3項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。)並びに租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)第41条の18の2第2項に規定する特定非営利活動に関す

る寄附金のうち、次に掲げるもの(法第314条の7第1項第2号に掲げるものを除

く。)を支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額(当該納

税義務者が前年中に同条第2項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合

にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項に

おいて「控除額」という。)をその者の第34条の3及び前条の規定を適用した場

合の所得割の額から控除するものとする。この場合において、当該控除額が当

該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額

とする。

(1) 略 (1) 略

(2) 公益信託に関する法律(令和6年法律第30号)第6条又は附則第4条第1項の

規定により和歌山県知事の認可を受けた同法第2条第1項第1号に規定する公

益信託(市内に受益が及ぶものに限る。)の信託財産とするために支出した当

該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金

(2) 公益信託に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令(平成

4年政令第162号)第1条の規定により主務官庁の権限に属する事務を和歌山県

知事又は和歌山県教育委員会が行うものとされた同条に規定する公益信託

(市内に受益が及ぶものに限る。)の信託財産とするために支出した金銭

(3) 略 (3) 略

2 略 2 略

(市民税の申告) (市民税の申告)

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15日までに、施行規則第5号の4

様式(別表)による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317

条の6第1項又は第4項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書

を提出する義務がある者から1月1日現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得以外の所得を有しなか

った者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小規模

企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除

額、配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金額が900万円以

下であるものに限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己と生計

を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下であるものに限る。)で控

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15日までに、施行規則第5号の4

様式(別表)による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317

条の6第1項又は第4項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書

を提出する義務がある者から1月1日現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得以外の所得を有しなか

った者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小規模

企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除

額、配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金額が900万円以

下であるものに限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己と生計

を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下であるものに限る。)で控

-30-



除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。)、法第314条の2第4項に規

定する扶養控除額若しくは特定親族特別控除額(特定親族(同条第1項第12号に

規定する特定親族をいう。第36条の3の2第1項第3号及び第36条の3の3第1項に

おいて同じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。)に係る

ものを除く。)の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の

控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額の控除、同条第9項に規定する

純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第34条の7の規定により控除すべ

き金額(以下この条において「寄附金税額控除額」という。)の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかっ

た者」という。)及び第24条第2項に規定する者(施行規則第2条の2第1項の表の

上欄の(二)に掲げる者を除く。)については、この限りでない。

除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。)若しくは法第314条の2第4

項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費

控除額の控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額の控除、同条第9項に

規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第34条の7の規定により

控除すべき金額(以下この条において「寄附金税額控除額」という。)の控除を

受けようとするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有

しなかった者」という。)及び第24条第2項に規定する者(施行規則第2条の2第1

項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)については、この限りでない。

2～8 略 2～8 略

9 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第

23条第1項第3号又は第4号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当

することとなった日から2月以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主

たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所

在、法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成25年法律第27号)第2条第16項に規定する法人番号をいう。以

下市民税について同じ。)、当該該当することとなった日その他必要な事項を

申告させることができる。

9 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第

23条第1項第3号又は第4号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当

することとなった日から2月以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主

たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所

在、法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項に規定する法人番号をいう。以

下市民税について同じ。)、当該該当することとなった日その他必要な事項を

申告させることができる。

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書) (個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書)

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者(以下この条において「給与所得者」という。)で市内に

住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与

等の支払者(以下この条において「給与支払者」という。)から毎年最初に給与

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者(以下この条において「給与所得者」という。)で市内に

住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与

等の支払者(以下この条において「給与支払者」という。)から毎年最初に給与

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名

(4) 略 (4) 略

2～6 略 2～6 略

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書) (個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書)
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第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等

(所得税法第203条の7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。)の支払を受ける者であって、特定配偶者(所得割の納

税義務者(合計所得金額が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第53条の2に規定する退職手当等に限る。以下この

項において同じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円以

下であるものに限る。)をいう。第2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16歳

未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限

る。)若しくは特定親族(退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が85万円以下であるものに限る。)を有する者(以下この条において「公的

年金等受給者」という。)で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の

際に経由すべき所得税法第203条の6第1項に規定する公的年金等の支払者(以下

この条において「公的年金等支払者」という。)から毎年最初に公的年金等の

支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等

(所得税法第203条の7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。)の支払を受ける者であって、特定配偶者(所得割の納

税義務者(合計所得金額が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第53条の2に規定する退職手当等に限る。以下この

項において同じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円以

下であるものに限る。)をいう。第2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16歳

未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限

る。)を有する者(以下この条において「公的年金等受給者」という。)で市内

に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第203条

の6第1項に規定する公的年金等の支払者(以下この条において「公的年金等支

払者」という。)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公

的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名

(4) 略 (4) 略

2～5 略 2～5 略

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定による補

正の方法の申出)

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定による補

正の方法の申出)

第63条の2 施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定

による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年1月31

日までに次の各号に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなけれ

ばならない。

第63条の2 施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定

による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年1月31

日までに次の各号に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなけれ

ばならない。

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号

をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定

資産税について同じ。)又は法人番号(同条第16項に規定する法人番号をい

う。以下固定資産税について同じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所及び氏名又は名称)

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号

をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定

資産税について同じ。)又は法人番号(同条第15項に規定する法人番号をい

う。以下固定資産税について同じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所及び氏名又は名称)
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(2)～(4) 略 (2)～(4) 略

2 略 2 略

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免)

第71条 市長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち、市長において

必要があると認めるものについては、その所有者に対して課する固定資産税を

減免する。

第71条 市長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち、市長において

必要があると認めるものについては、その所有者に対して課する固定資産税を

減免する。

(1) 略 (1) 略

(2) 公益社団法人及び公益財団法人の所有する固定資産 (2) 民法第34条に規定する公益法人の所有する固定資産

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略

2 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。

2 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 略 (1) 略

(2) 所有者以外の使用者が納税義務者である場合は、固定資産の所有者名

(2)～(5) 略 (3)～(6) 略

3 略 3 略

(種別割の税率) (種別割の税率)

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、1台につ

いて、それぞれ当該各号に定める額とする。

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、1台につ

いて、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワット以下

のもの(ウ及びオに掲げるものを除く。) 年額 2,000円

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワット以下

のもの(エに掲げるものを除く。) 年額 2,000円

イ 2輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以下のも

の(ウに掲げるものを除く。)又は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8

キロワット以下のもの 年額 2,000円

イ 2輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以下のも

の又は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8キロワット以下のもの 年

額 2,000円

ウ 2輪のもので、総排気量が0.125リットル以下かつ最高出力が4.0キロワ

ット以下のもの 年額 2,000円

エ 2輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの(ウに掲げるもの

を除く。)又は定格出力が0.8キロワットを超えるもの 年額 2,400円

ウ 2輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの又は定格出力が

0.8キロワットを超えるもの 年額 2,400円

オ 略 エ 略

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略

(種別割の減免) (種別割の減免)
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第89条 略 第89条 略

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限までに、当

該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる事項を

記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長

に提出しなければならない。

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限までに、当

該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる事項を

記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長

に提出しなければならない。

(1) 略 (1) 略

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名

又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号及

び次条において同じ。)又は法人番号(同法第2条第16項に規定する法人番号

をいう。以下この号において同じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称)

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名

又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号及

び次条において同じ。)又は法人番号(同法第2条第15項に規定する法人番号

をいう。以下この号において同じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称)

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略

(5) 原動機の総排気量又は定格出力(第82条第1号ウに掲げる原動機付自転車

にあっては、原動機の総排気量及び最高出力)

(5) 原動機の総排気量又は定格出力

(6)～(8) 略 (6)～(8) 略

3 略 3 略

(身体障がい者等に対する種別割の減免) (身体障がい者等に対する種別割の減免)

第90条 略 第90条 略

2 前項第1号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、市長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規定に

より交付された身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第

4条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳の交付

を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。以下この項において

「身体障がい者手帳」という。)、厚生労働大臣が定めるところにより交付さ

れた療育手帳(以下この項において「療育手帳」という。)又は精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定により交付さ

れた精神障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神障がい者保健福祉手

帳」という。)及び道路交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定により交付

された身体障がい者若しくは身体障がい者等と生計を一にする者若しくは身体

障がい者等(身体障がい者等のみで構成される世帯の者に限る。)を常時介護す

る者の運転免許証(以下この項において「運転免許証」という。)又はこれらの

者の特定免許情報(同法第95条の2第2項に規定する特定免許情報をいう。次項

2 前項第1号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、市長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規定に

より交付された身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第

4条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳の交付

を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。以下この項において

「身体障がい者手帳」という。)、厚生労働大臣が定めるところにより交付さ

れた療育手帳(以下この項において「療育手帳」という。)又は精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定により交付さ

れた精神障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神障がい者保健福祉手

帳」という。)及び道路交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定により交付

された身体障がい者又は身体障がい者等と生計を一にする者若しくは身体障が

い者等(身体障がい者等のみで構成される世帯の者に限る。)を常時介護する者

の運転免許証(以下この項において「運転免許証」という。)を提示するととも

に、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明す
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において同じ。)が記録された免許情報記録個人番号カード(同法第95条の2第4

項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項において同じ。)を提

示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする

理由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。

る書類を添付して、提出しなければならない。

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略

(5) 運転免許証又は道路交通法第95条の2第2項第1号に規定する免許情報記録

(以下この号において「免許情報記録」という。)の番号、運転免許の年月

日、運転免許証又は免許情報記録の有効期限並びに運転免許の種類及び条件

が付されている場合にはその条件

(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び

条件が付されている場合にはその条件

(6) 略 (6) 略

3 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該

免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必要

な措置を受けなければならない。

4・5 略 3・4 略

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免)

第139条の3 略 第139条の3 略

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者

が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限り

でない。

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者

が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限り

でない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号(行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第16項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同じ。)(法人番号を有しない者にあって

は、住所及び氏名又は名称)

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号(行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同じ。)(法人番号を有しない者にあって

は、住所及び氏名又は名称)

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略

3 略 3 略

(入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告) (入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告)

第147条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場

合においては、直ちにその旨を申告しなければならない。

第147条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場

合においては、直ちにその旨を申告しなければならない。
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(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号(行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2

条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。)又は法人番

号(同条第16項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。)(個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業

所の所在地及び氏名又は名称)

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号(行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2

条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。)又は法人番

号(同条第15項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。)(個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業

所の所在地及び氏名又は名称)

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略

附 則 附 則

(公益法人等に係る市民税の課税の特例)

第4条の2 当分の間、租税特別措置法第40条第3項後段(同条第6項から第10項ま

で及び第11項(同条第12項において準用する場合を含む。以下この条において

同じ。)の規定によりみなして適用する場合を含む。)の規定の適用を受けた同

法第40条第3項に規定する公益法人等(同条第6項から第11項までの規定により

特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法人を含む。)を同条第3項に規定す

る贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第3条の2の3で定めるところ

により、これに同項に規定する財産(同法第40条第6項から第11項までの規定に

より特定贈与等に係る財産とみなされる資産を含む。)に係る山林所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合)

第10条の2 略 第10条の2 略

2～16 略 2～16 略

17 法附則第15条第36項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 17 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。

18 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。 18 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。

19 法附則第15条第40項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の1とする。 19 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の1とする。

20 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 20 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。

21・22 略 21・22 略

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす

べき申告)

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす

べき申告)

第10条の3 略 第10条の3 略

2～6 略 2～6 略

7 法附則第15条の8第4項の家屋について、同項の規定の適用を受けようとする

者は、当該年度の初日の属する年の1月31日までに次に掲げる事項を記載した
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申告書に令附則第12条第16項に規定する従前の家屋について移転補償金を受け

たことを証する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称)

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日

8～13 略 7～12 略

14 市長は、法附則第15条の9の3第1項の特定マンションに係る区分所有に係る

家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、マンション

の管理の適正化の推進に関する法律(平成12年法律第149号)第5条の2第1項に規

定する管理者等から法附則第15条の9の3第2項に規定する期間内に施行規則附

則第7条第17項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが

法附則第15条の9の3第1項に規定する要件に該当すると認められるときは、前

項の規定にかかわらず、同条第1項の規定を適用することができる。

15 略 13 略

16 法附則第15条の11第1項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日

から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律施行規則(平成18年国土交通省令第110号)第10

条第2項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関す

る法律(平成24年法律第49号)第2条第2項に規定する実演芸術の公演の用に供す

る施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称)

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令(平

成18年政令第379号)第5条第3号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第4

号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出することができなかった理由
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(加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例)

第16条の2の2 令和8年4月1日以後に第92条の2第1項の売渡し又は同条第2項の売

渡し若しくは消費等(次項において「売渡し等」という。)が行われた加熱式た

ばこ(第92条第1号オに掲げる加熱式たばこをいい、第93条の2の規定により製

造たばことみなされるものを含む。以下この条において同じ。)に係る第94条

第1項の製造たばこの本数は、同条第3項の規定にかかわらず、当分の間、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ

(第92条第1号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同

じ。)の本数によるものとする。

(1) 葉たばこ(たばこ事業法第2条第2号に規定する葉たばこをいう。)を原料

の全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱

式たばこ(当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第8

条の4の2に規定するところにより直接加熱することによって喫煙の用に供さ

れるものに限る。) 当該加熱式たばこの重量(フィルターその他の施行規則

附則第8条の4の3に規定するものに係る部分の重量を除く。以下この項から

第3項までにおいて同じ。)の0.35グラムをもって紙巻たばこの1本に換算す

る方法。ただし、当該加熱式たばこの1本当たりの重量が0.35グラム未満で

ある場合にあっては、当該加熱式たばこの1本をもって紙巻たばこの1本に換

算する方法

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の0.2グ

ラムをもって紙巻たばこの1本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこ

の品目ごとの1個当たりの重量が4グラム未満である場合にあっては、当該加

熱式たばこの品目ごとの1個をもって紙巻たばこの20本に換算する方法

2 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第1号ただし書の規定の適用を受け

るもの及び同項第2号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を

紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式

たばこの品目ごとの1個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を

乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻た

ばこの本数に換算する方法により行うものとする。

3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの1個当たりの重量に0.1

グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。

4 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93条の2の規定により製造たばことみな

されるものに限る。)のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規
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附 則

(施行期日 )

第 1条 この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。

(1) 第 34条の 2、第 36条の 2第 1項ただし書、第 36条の 3の 2第 1項第 3号及び第 36条の 3の 3第 1項の改正規定並

びに附則第 3条第 1項から第 4項までの規定 令和 8年 1月 1日

(2) 附則第 16条の 2の次に 1条を加える改正規定及び附則第6条の規定 令和 8年 4月 1日

(3) 第 18条及び第 18条の 3の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正する法律 (令和 5年法律第

1号 )附則第 1条第 12号に掲げる規定の施行の日

(4) 第 34条の 7第 1項の改定規定及び附則第 4条の 2を削る改正規定並びに附則第 3条第 5項の規定 公益信託

に関する法律 (令和 6年法律第 30号 )の施行の日の属する年の翌年の 1月 1日

(公示送達に関する経過措置 )

第 2条 この条例による改正後の橋本市税条例 (以下「新条例」という。)第 18条の規定は、前条第 3号に掲げる

規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例によ

る。

(市民税に関する経過措置)

第 3条 新条例第 34条の 2及び第 36条の 2第 1項ただし書の規定は、令和 8年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、令和 7年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

定は、適用しない。

(1) 第1項第1号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの

(2) 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93条の2の規定により製造たばこと

みなされるものを除く。)と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ(同条の

規定により製造たばことみなされるものに限る。)であって当該加熱式たば

このみの品目のもの
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2 令和 8年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第 36条の 2第 1項の規定の適用については、同

項ただし書中「特定親族特別控除額 (特定親族 (同条第 1項第 12号に規定する特定親族をいう。第 36条の 3の 2

第 1項第 3号及び第 36条の 3の 3第 1項において同じ。 )(前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。 )

に係るものを除く。 )」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。

3 新条例第 36条の 3の 2第 1項の規定は、附則第 1条 1号に掲げる規定の施行の日 (以下「 1号施行日」という。 )

以後に支払を受けるべき新条例第 36条の 2第 1項ただし書に規定する給与について提出する新条例第36条の 3

の 2第 1項及び第 3項の規定による申告書について適用し、 1号施行日前に支払を受けるべきこの条例による改

正前の橋本市税条例 (以下「旧条例」という。)第 36条の 2第 1項ただし書に規定する給与について提出した旧

条例第 36条の 3の 2第 1項及び第 3項の規定による申告書については、なお従前の例による。

4 新条例第 36条の 3の 3第 1項の規定は、 1号施行日以後に支払を受けるべき所得税法 (昭和 40年法律第 33号 )第 2

03条の 6第 1項に規定する公的年金等 (同法第 203条の 7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項におい

て「公的年金等」という。 )について提出する新条例第 36条の 3の 3第 1項の規定による申告書について適用

し、 1号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第36条の 3の 3第 1項の規定による申

告書については、なお従前の例による。

5 所得税法等の一部を改正する法律 (令和 6年法律第 8号 )附則第 3条第 1項の規定の適用がある場合における新

条例第 34条の 7第 1項の規定の適用については、同項中「寄附金及び」とあるのは「寄附金 (所得税法等の一

部を改正する法律 (令和 6年法律第 8号。以下この条において「令和 6年所得税法等改正法」という。)附則第 3

条第 1項の規定によりなおその効力を有するものとされる令和 6年所得税法等改正法第 1条の規定による改正

前の所得税法第 78条第 3項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。 )及び」と、同項第 2号中「寄

附金」とあるのは「寄附金 (令和 6年所得税法等改正法附則第 3条第 1項に規定する特定公益信託のうち、公益

信託に関する法律による改正前の公益信託ニ関スル法律 (大正 11年法律第 62号 )第 2条第 1項の許可 (和歌山県

知事又は和歌山県教育委員会によるものに限る。 )を受けたものの信託財産とするために支出した金銭を含

む。 )」とする。

(固定資産税に関する経過措置 )
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第 4条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和 7年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令

和 6年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

(軽自動車税に関する経過措置 )

第 5条 新条例第 82条 (第 1号に係る部分に限る。)の規定は、令和 7年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

ついて適用し、令和 6年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。

(市たばこ税に関する経過措置 )

第 6条 次項に定めるものを除き、附則第 1条第 2号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであっ

た加熱式たばこ (新条例附則第 16条の 2の 2第 1項に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。 )に係

る市たばこ税については、なお従前の例による。

2 令和 8年 4月 1日から同年 9月 30日までの間に、橋本市税条例第 92条の 2条第 1項の売渡し又は同条第 2項の売渡

し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第 94条第 1項の製造たばこの本数は、同条第 3項及び

新条例附則第 16条の 2の 2の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。

(1) 橋本市税条例第 94条第 3項の規定により換算した紙巻たばこ (新条例附則第 16条の 2の 2第 1項に規定する

紙巻たばこをいう。次号において同じ。 )の本数に 0.5を乗じて計算した製造たばこの本数

(2) 新条例附則第 16条の 2の 2の規定により換算した紙巻たばこの本数に 0.5を乗じて計算した製造たばこの

本数

3 前項各号に掲げる製造たばこの本数に 1本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。
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承認第 6 号

専決処分事項の承認について

橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例

橋本市都市計画税条例(平成 18年橋本市条例第 72号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の

表中下線の部分である。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

1～3 略 1～3 略

(法附則第15条第36項の条例で定める割合) (法附則第15条第37項の条例で定める割合)

4 法附則第15条第36項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 4 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。

(法附則第15条第37項の条例で定める割合) (法附則第15条第38項の条例で定める割合)

5 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。 5 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。

(法附則第15条第41項の条例で定める割合) (法附則第15条第42項の条例で定める割合)

6 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 6 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けようと

する者がすべき申告)

7 法附則第15条の11第1項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行規則(平成18年国土交通省令第110号)第10条

第2項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律(平成24年法律第49号)第2条第2項に規定する実演芸術の公演の用に供する

施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号(行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)第2

条第5項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定す

る個人番号に限る。以下この号において同じ。)又は法人番号(同条第16項に

規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。)(個人番号又は法人番

号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称)

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積
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(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令(平

成18年政令第379号)第5条第3号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第四

号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出することができなかった理由

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税

の特例)

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税

の特例)

8・9 略 7・8 略

10 附則第8項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度まで

の各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当

該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の2

を乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額に満たない場合には、附則第8項の規定にかかわらず、当該

都市計画税額とする。

9 附則第6項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの

各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の2を

乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第

18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額に満たない場合には、附則第6項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。

11 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第8

項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等据置都市計画

税額」という。)とする。

10 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6

項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等据置都市計画

税額」という。)とする。

12 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係

る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第8項の

規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3まで

11 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係

る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6項の

規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3まで
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附 則

(施行期日 )

1 この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。

(経過措置 )

2 この条例による改正後の橋本市都市計画税条例の規定は、令和 7年度以後の年度分の都市計画税について適

用し、令和 6年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等調整都市計画

税額」という。)とする。

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等調整都市計画

税額」という。)とする。

(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の

特例)

(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の

特例)

13 略 12 略

14 附則第8項及び第10項の「宅地等」とは法附則第17条第2号に、附則第8項及

び第11項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25条第6項に

おいて読み替えて準用される法附則第18条第6項に、附則第9項、第11項及び第

12項の「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第11項から第13項までの

「負担水準」とは法附則第17条第8号ロに、附則第13項の「農地」とは法附則

第17条第1号に、同項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第

26条第2項において読み替えて準用される法附則第18条第6項に規定するところ

による。

13 附則第6項及び第8項の「宅地等」とは法附則第17条第2号に、附則第6項及び

第9項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25条第6項におい

て読み替えて準用される法附則第18条第6項に、附則第7項、第9項及び第10項

の「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第9項から第11項までの「負担

水準」とは法附則第17条第8号ロに、附則第11項の「農地」とは法附則第17条

第1号に、同項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第2

項において読み替えて準用される法附則第18条第6項に規定するところによ

る。

15 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第15項まで、第17項、第19項、第24

項、第31項から第33項まで、第36項、第37項、第41項若しくは第44項、第15条

の3又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第2条第2項

中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15条から第15条の3

まで若しくは第63条」とする。

14 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第15項まで、第17項、第19項、第24

項、第31項、第32項、第34項、第37項、第38項、第42項若しくは第45項、第15

条の3又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第2条第2

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15条から第15条の

3まで若しくは第63条」とする。

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の特例)

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の特例)

16 略 15 略
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承認第 7 号

専決処分事項の承認について

橋本市半島振興対策実施地域における固定資産税の特別措置に関する条例の

一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治法(昭和 22 年法律

第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり市長において専決処分

したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

橋本市半島振興対策実施地域における固定資産税の特別措置に関する条例の

一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治法(昭和 22 年法律

第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり市長において専決処分

する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市半島振興対策実施地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

橋本市半島振興対策実施地域における固定資産税の特別措置に関する条例 (平成 18年橋本市条例第 71号 )の一

部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。

附 則

この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。

改正後 改正前

附 則 附 則

1･2 略 1･2 略

(この条例の失効)

3 この条例は、平成37年3月31日限り、その効力を失う。ただし、その日までに

この条例の適用を受けているものについては、なお従前の例による。

-49-



承認第 8 号

専決処分事項の承認について

橋本市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告

し、承認を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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専決処分について

橋本市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分する。

令和 7 年 3 月 31 日 専決

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

橋本市国民健康保険税条例 (平成 18年橋本市条例第 73号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、

次の表中下線の部分である。

改 正 後 改 正 前

(課 税 額 ) (課 税 額 )

第 2条 略 第 2条 略

2 前 項 第 1号 の 基 礎 課 税 額 は 、 世 帯 主 (前 条 第 2項 の 世 帯 主 を 除

く 。 )及 び そ の 世 帯 に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 に つ き

算 定 し た 所 得 割 額 並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割

額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当 該 合 算 額 が 66万 円 を 超 え る 場

合 に お い て は 、 基 礎 課 税 額 は 、 66万 円 と す る 。

2 前 項 第 1号 の 基 礎 課 税 額 は 、 世 帯 主 (前 条 第 2項 の 世 帯 主 を 除

く 。 )及 び そ の 世 帯 に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 に つ き

算 定 し た 所 得 割 額 並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割

額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当 該 合 算 額 が 65万 円 を 超 え る 場

合 に お い て は 、 基 礎 課 税 額 は 、 65万 円 と す る 。

3 第 1項 第 2号 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 世 帯 主 (前 条 第

2項 の 世 帯 主 を 除 く 。 )及 び そ の 世 帯 に 属 す る 被 保 険 者 に つ き

算 定 し た 所 得 割 額 並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割

額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当 該 合 算 額 が 26万 円 を 超 え る 場

合 に お い て は 、 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 26万 円 と す

る 。

3 第 1項 第 2号 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 世 帯 主 (前 条 第

2項 の 世 帯 主 を 除 く 。 )及 び そ の 世 帯 に 属 す る 被 保 険 者 に つ き

算 定 し た 所 得 割 額 並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割

額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当 該 合 算 額 が 24万 円 を 超 え る 場

合 に お い て は 、 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 24万 円 と す

る 。

4 略 4 略

(国 民 健 康 保 険 税 の 減 額 ) (国 民 健 康 保 険 税 の 減 額 )

第 23条 次 の 各 号 の い ず れ か に 掲 げ る 国 民 健 康 保 険 税 の 納 税 義

務 者 に 対 し て 課 す る 国 民 健 康 保 険 税 の 額 は 、 第 2条 第 2項 本 文

の 基 礎 課 税 額 か ら ア 及 び イ に 掲 げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当

該 減 額 し て 得 た 額 が 66万 円 を 超 え る 場 合 に は 、 66万 円 )、 同

条 第 3項 本 文 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 か ら ウ 及 び エ に 掲

げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当 該 減 額 し て 得 た 額 が 26万 円 を 超

え る 場 合 に は 、 26万 円 )並 び に 同 条 第 4項 本 文 の 介 護 納 付 金 課

税 額 か ら オ 及 び カ に 掲 げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当 該 減 額 し

て 得 た 額 が 17万 円 を 超 え る 場 合 に は 、 17万 円 )の 合 算 額 と す

る 。

第 23条 次 の 各 号 の い ず れ か に 掲 げ る 国 民 健 康 保 険 税 の 納 税 義

務 者 に 対 し て 課 す る 国 民 健 康 保 険 税 の 額 は 、 第 2条 第 2項 本 文

の 基 礎 課 税 額 か ら ア 及 び イ に 掲 げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当

該 減 額 し て 得 た 額 が 65万 円 を 超 え る 場 合 に は 、 65万 円 )、 同

条 第 3項 本 文 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 か ら ウ 及 び エ に 掲

げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当 該 減 額 し て 得 た 額 が 24万 円 を 超

え る 場 合 に は 、 24万 円 )並 び に 同 条 第 4項 本 文 の 介 護 納 付 金 課

税 額 か ら オ 及 び カ に 掲 げ る 額 を 減 額 し て 得 た 額 (当 該 減 額 し

て 得 た 額 が 17万 円 を 超 え る 場 合 に は 、 17万 円 )の 合 算 額 と す

る 。
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附 則

(施行期日 )

1 この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。

(適用区分 )

2 この条例による改正後の橋本市国民健康保険税条例の規定は、令和 7年度以後の年度分の国民健康保険税に

ついて適用し、令和 6年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。

(1) 略 (1) 略

(2) 法 第 703条 の 5第 1項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 及 び 山 林 所 得

金 額 の 合 算 額 が 、 43万 円 (納 税 義 務 者 並 び に そ の 世 帯 に 属

す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 の う

ち 給 与 所 得 者 等 の 数 が 2以 上 の 場 合 に あ っ て は 、 43万 円 に

当 該 給 与 所 得 者 等 の 数 か ら 1を 減 じ た 数 に 10万 円 を 乗 じ て

得 た 金 額 を 加 算 し た 金 額 )に 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所

属 者 1人 に つ き 30万 5,000円 を 加 算 し た 金 額 を 超 え な い 世 帯

に 係 る 納 税 義 務 者 (前 号 に 該 当 す る 者 を 除 く 。 )

(2) 法 第 703条 の 5第 1項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 及 び 山 林 所 得

金 額 の 合 算 額 が 、 43万 円 (納 税 義 務 者 並 び に そ の 世 帯 に 属

す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 の う

ち 給 与 所 得 者 等 の 数 が 2以 上 の 場 合 に あ っ て は 、 43万 円 に

当 該 給 与 所 得 者 等 の 数 か ら 1を 減 じ た 数 に 10万 円 を 乗 じ て

得 た 金 額 を 加 算 し た 金 額 )に 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所

属 者 1人 に つ き 29万 5,000円 を 加 算 し た 金 額 を 超 え な い 世 帯

に 係 る 納 税 義 務 者 (前 号 に 該 当 す る 者 を 除 く 。 )

ア ～ カ 略 ア ～ カ 略

(3) 法 第 703条 の 5第 1項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 及 び 山 林 所 得

金 額 の 合 算 額 が 、 43万 円 (納 税 義 務 者 並 び に そ の 世 帯 に 属

す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 の う

ち 給 与 所 得 者 等 の 数 が 2以 上 の 場 合 に あ っ て は 、 43万 円 に

当 該 給 与 所 得 者 等 の 数 か ら 1を 減 じ た 数 に 10万 円 を 乗 じ て

得 た 金 額 を 加 算 し た 金 額 )に 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所

属 者 1人 に つ き 56万 円 を 加 算 し た 金 額 を 超 え な い 世 帯 に 係

る 納 税 義 務 者 (前 2号 に 該 当 す る 者 を 除 く 。 )

(3) 法 第 703条 の 5第 1項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 及 び 山 林 所 得

金 額 の 合 算 額 が 、 43万 円 (納 税 義 務 者 並 び に そ の 世 帯 に 属

す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 の う

ち 給 与 所 得 者 等 の 数 が 2以 上 の 場 合 に あ っ て は 、 43万 円 に

当 該 給 与 所 得 者 等 の 数 か ら 1を 減 じ た 数 に 10万 円 を 乗 じ て

得 た 金 額 を 加 算 し た 金 額 )に 被 保 険 者 及 び 特 定 同 一 世 帯 所

属 者 1人 に つ き 54万 5,000円 を 加 算 し た 金 額 を 超 え な い 世 帯

に 係 る 納 税 義 務 者 (前 2号 に 該 当 す る 者 を 除 く 。 )

ア ～ カ 略 ア ～ カ 略

2・ 3 略 2・ 3 略
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議案第 1 号

令和 7 年度橋本市一般会計補正予算(第 2 号)について

令和 7 年度橋本市一般会計補正予算(第 2 号)を、別紙のとおり議会の議決を

求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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令和７年度　橋本市一般会計補正予算（第２号）  

 

令和７年度橋本市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 223,258 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 31,228,208 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条　地方債の変更は、「第２表　地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月９日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

4,989,996290,1644,699,83215 国 庫 支 出 金

1,919,568290,1641,629,4042 国 庫 補 助 金

2,465,2684,2672,461,00116 県 支 出 金

754,9614,267750,6942 県 補 助 金

19,3571,32918,02817 財 産 収 入

19,3521,32918,0231 財 産 運 用 収 入

3,059,099△60,5523,119,65119 繰 入 金

3,039,937△60,5523,100,4892 基 金 繰 入 金

498,8386,850491,98821 諸 収 入

422,9776,850416,1275 雑 入

1,265,700△18,8001,284,50022 市 債

1,265,700△18,8001,284,5001 市 債

31,228,208223,25831,004,950歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

4,989,996290,1644,699,83215 国 庫 支 出 金

1,919,568290,1641,629,4042 国 庫 補 助 金

2,465,2684,2672,461,00116 県 支 出 金

754,9614,267750,6942 県 補 助 金

19,3571,32918,02817 財 産 収 入

19,3521,32918,0231 財 産 運 用 収 入

3,059,099△60,5523,119,65119 繰 入 金

3,039,937△60,5523,100,4892 基 金 繰 入 金

498,8386,850491,98821 諸 収 入

422,9776,850416,1275 雑 入

1,265,700△18,8001,284,50022 市 債

1,265,700△18,8001,284,5001 市 債

31,228,208223,25831,004,950歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

236,6072,264234,3431 議 会 費

236,6072,264234,343 1 議 会 費

3,880,787284,6673,596,1202 総 務 費

3,155,945280,6332,875,312 1 総 務 管 理 費

324,6002,000322,600 3 徴 税 費

147,7462,034145,712 5 選 挙 費

12,236,2593,99812,232,2613 民 生 費

6,444,6343,5986,441,036 1 社 会 福 祉 費

5,076,9504005,076,550 2 児 童 福 祉 費

3,129,251△68,7853,198,0364 衛 生 費

785,612△68,785854,397 1 保 健 衛 生 費

828,89836,770792,1286 農 林 水 産 業 費

745,42136,770708,651 1 農 業 費

1,021,813△36,9931,058,8067 商 工 費

1,021,813△36,9931,058,806 1 商 工 費

2,049,897△2,3692,052,2668 土 木 費

1,056,580△2,3691,058,949 4 都 市 計 画 費

2,144,8785772,144,3019 消 防 費

2,144,8785772,144,301 1 消 防 費

2,680,5863,1292,677,45710 教 育 費

279,204600278,604 2 小 学 校 費

227,548△260227,808 3 中 学 校 費

4,9257824,143 4 幼 稚 園 費

576,8972,007574,890 5 社 会 教 育 費

31,228,208223,25831,004,950歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

236,6072,264234,3431 議 会 費

236,6072,264234,343 1 議 会 費

3,880,787284,6673,596,1202 総 務 費

3,155,945280,6332,875,312 1 総 務 管 理 費

324,6002,000322,600 3 徴 税 費

147,7462,034145,712 5 選 挙 費

12,236,2593,99812,232,2613 民 生 費

6,444,6343,5986,441,036 1 社 会 福 祉 費

5,076,9504005,076,550 2 児 童 福 祉 費

3,129,251△68,7853,198,0364 衛 生 費

785,612△68,785854,397 1 保 健 衛 生 費

828,89836,770792,1286 農 林 水 産 業 費

745,42136,770708,651 1 農 業 費

1,021,813△36,9931,058,8067 商 工 費

1,021,813△36,9931,058,806 1 商 工 費

2,049,897△2,3692,052,2668 土 木 費

1,056,580△2,3691,058,949 4 都 市 計 画 費

2,144,8785772,144,3019 消 防 費

2,144,8785772,144,301 1 消 防 費

2,680,5863,1292,677,45710 教 育 費

279,204600278,604 2 小 学 校 費

227,548△260227,808 3 中 学 校 費

4,9257824,143 4 幼 稚 園 費

576,8972,007574,890 5 社 会 教 育 費

31,228,208223,25831,004,950歳 出 合 計

-59-



限 度 額 起債の方法

千円

一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 41,600

証書借入
又　　は
証券発行

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 839,900

第２表　地方債補正

（変     更）

補　　　　正　　　　前

利   率 償還の方法
起　債　の　目  的

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。
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限 度 額 起債の方法

千円

15,500

847,200

補　　　　正　　　　後

利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。
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議案第 2 号

令和 7 年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)について

令和 7 年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会

の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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令和 7 年度　橋本市介護保険特別会計補正予算（第 1 号）  

 

令和 7 年度橋本市の介護保険特別会計補正予算（第 1 号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,739 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,623,435 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月９日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,452,1606851,451,4753 国 庫 支 出 金

365,204685364,5192 国 庫 補 助 金

1,712,1457401,711,4054 支 払 基 金 交 付 金

1,712,1457401,711,4051 支 払 基 金 交 付 金

926,049342925,7075 県 支 出 金

38,79034238,4482 県 補 助 金

1,274,2239721,273,2517 繰 入 金

1,089,7409721,088,7681 一 般 会 計 繰 入 金

6,623,4352,7396,620,696歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,452,1606851,451,4753 国 庫 支 出 金

365,204685364,5192 国 庫 補 助 金

1,712,1457401,711,4054 支 払 基 金 交 付 金

1,712,1457401,711,4051 支 払 基 金 交 付 金

926,049342925,7075 県 支 出 金

38,79034238,4482 県 補 助 金

1,274,2239721,273,2517 繰 入 金

1,089,7409721,088,7681 一 般 会 計 繰 入 金

6,623,4352,7396,620,696歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

296,0062,739293,2673 地 域 支 援 事 業 費

40,7082,73937,969 3 一 般 介 護 予 防 事 業 費

6,623,4352,7396,620,696歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

296,0062,739293,2673 地 域 支 援 事 業 費

40,7082,73937,969 3 一 般 介 護 予 防 事 業 費

6,623,4352,7396,620,696歳 出 合 計
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議案第 3 号

令和 7 年度橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 1 号)につ

いて

令和 7 年度橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとお

り議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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令和 7 年度　橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 7 年度橋本市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）は、次

に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,626 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2,184,025 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月９日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,220,5002,6261,217,8743 繰 入 金

1,220,5002,6261,217,8741 一 般 会 計 繰 入 金

2,184,0252,6262,181,399歳 入 合 計
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,220,5002,6261,217,8743 繰 入 金

1,220,5002,6261,217,8741 一 般 会 計 繰 入 金

2,184,0252,6262,181,399歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

40,7502,62638,1241 総 務 費

40,5712,62637,945 1 総 務 管 理 費

2,184,0252,6262,181,399歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

40,7502,62638,1241 総 務 費

40,5712,62637,945 1 総 務 管 理 費

2,184,0252,6262,181,399歳 出 合 計

-73-



議案第 4 号

令和 7 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)に

ついて

令和 7 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のと

おり議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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令和 7 年度　橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 7 年度橋本市の工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号）は、

次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 395,272 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 523,539 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月９日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

235,454235,45313 財 産 収 入

235,454235,45311 財 産 売 払 収 入

268,713159,819108,8944 繰 入 金

268,713159,819108,8941 基 金 繰 入 金

523,539395,272128,267歳 入 合 計

-76-



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

235,454235,45313 財 産 収 入

235,454235,45311 財 産 売 払 収 入

268,713159,819108,8944 繰 入 金

268,713159,819108,8941 基 金 繰 入 金

523,539395,272128,267歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

510,759395,272115,4871 工 業 団 地 造 成 事 業 費

510,759395,272115,487 1 工 業 団 地 造 成 事 業 費

523,539395,272128,267歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

510,759395,272115,4871 工 業 団 地 造 成 事 業 費

510,759395,272115,487 1 工 業 団 地 造 成 事 業 費

523,539395,272128,267歳 出 合 計
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議案第 5 号

令和 7 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 1 号)について

令和 7 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会の議

決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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第１条 　令和７年度橋本市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定める

　ところによる。

第２条 　令和７年度橋本市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

　定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

（支出） （単位：千円）

第３条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり追加する。

（単位：千円）

令和７年６月９日提出

橋本市長　平木　哲朗

事　　　項 期　　　間 限度額

ポータブルエコー賃借料 令和8年度から令和10年度 648

3,368 8,344,476第１項 医 業 費 用 8,341,108

令和７年度　橋本市病院事業会計補正予算（第１号）

3,368 8,572,913

科　　目 既決予定額 計

第１款 病 院 事 業 費 用 8,569,545

補正額
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議案第 6 号

橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例について

橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の

資格基準に関する条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり定めたい

ので、議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条

例

橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の資格基準に関する条例(平成 24 年橋本市条例第 4

5 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

改正後 改正前

(布設工事監督者の資格) (布設工事監督者の資格)

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべき

資格は、次のとおりとする。

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべき

資格は、次のとおりとする。

(1)～(10) 略 (1)～(10) 略

(11) 建設業法施行令(昭和31年政令第273号)第37条第1項及び第2項の

規定による土木施工管理に係る1級の技術検定に合格した者であって、

3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(1年6

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。)

(11) 建設業法施行令(昭和31年政令第273号)第34条第1項及び第2項の

規定による土木施工管理に係る1級の技術検定に合格した者であって、

3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(1年6

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。)

(水道技術管理者の資格) (水道技術管理者の資格)

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき

資格は、次のとおりとする。

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき

資格は、次のとおりとする。

(1)～(7) 略 (1)～(7) 略

(8) 建設業法施行令第 37 条第 1 項及び第 2 項の規定による土木施工管

理に係る 1 級の技術検定に合格した者であって、3 年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

(8) 建設業法施行令第34条第1項及び第2項の規定による土木施工管理

に係る1級の技術検定に合格した者であって、3年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者
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議案第 7 号

橋本市病院事業使用料及び手数料等に関する条例の一部を改正す

る条例について

橋本市病院事業使用料及び手数料等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて、別紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市病院事業使用料及び手数料等に関する条例の一部を改正する条例

橋本市病院事業使用料及び手数料等に関する条例(令和元年橋本市条例第27号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中太線の部分

である。

附 則

この条例は、令和7年10月1日から施行する。

改正後 改正前

別表第3(第2条関係)

別表第4(第2条関係)

注 略

別表第3(第2条関係)

別表第4(第2条関係)

注 略

助産に係る場合の特別の療養環境

(個室)

特別個室 市内居住者 1日につき 10,000円

市外居住者 〃 15,000円

個室 市内居住者 〃 7,000円

市外居住者 〃 9,000円

その他の場合の特別の療養環境

(個室)

特別個室 市内居住者 1日につき 11,000円

市外居住者 〃 16,500円

個室 市内居住者 〃 7,700円

市外居住者 〃 9,900円

助産に係る場合の特別の療養環境

(個室)

特別個室 市内居住者 1日につき 10,000円

市外居住者 〃 15,000円

個室 市内居住者 〃 5,000円

市外居住者 〃 7,000円

その他の場合の特別の療養環境

(個室)

特別個室 市内居住者 1日につき 11,000円

市外居住者 〃 16,500円

個室 市内居住者 〃 5,500円

市外居住者 〃 7,700円
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議案第 8 号

土地の処分について

下記のとおり土地を処分したいので、橋本市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 3 条の規定

により議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 所 在 地 あやの台北部用地 12-2 街区(1、2 画地)、12-3 街区（1、2 画

地）

(橋本市隅田町山内字大谷 1273 番 5 外 3 筆に相当する箇所)

2 地 目 保安林、山林

3 地 積 8,531.34 ㎡

4 処分金額 232,397,490 円

5 契約の相手方

所在地 兵庫県西脇市郷瀬 417 番地

名 称 株式会社がまかつ

代表者 代表取締役 藤井 治幸
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議案第 9 号

財産の貸付について

下記の財産を貸し付けたいので、地方自治法(昭和 22 年法律第 67号)第 96 条

第 1 項第 6 号の規定により議会の議決を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 貸し付ける財産の内容

(1) 建物

名称 紀見保育園園舎

所在 橋本市胡麻生 323 番地の 1

構造 鉄筋コンクリート造

(2) 土地

橋本市胡麻生 322 番、323 番 1

2 貸し付ける相手方

所 在 和歌山県橋本市胡麻生 552 番地

名 称 株式会社 CORE.

代表者名 代表取締役 杉本 卓哉

3 貸付条件

貸付金額 月額 101,000 円(税込み)

貸付期間 3 年間
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議案第 10 号

物品購入契約の締結について

消防ポンプ自動車(赤塚)購入について､下記のとおり物品購入契約を締結し

たいので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 3 条の規定により議会の議決を求める｡

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 契約の目的

物品の名称 消防ポンプ自動車

数 量 １台

2 契約の方法

指名競争入札

3 契約金額

24,365,000 円(税込み)

4 契約の相手方

所 在 地 橋本市東家一丁目 2 番 5 号

名 称 有限会社 嶋モータース

代 表 者 代表取締役 嶋 謙次
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議案第 11 号

物品購入契約の締結について

消防ポンプ自動車(名古曽)購入について､下記のとおり物品購入契約を締結

したいので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例(平成 18 年橋本市条例第 67号)第 3条の規定により議会の議決を求める｡

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 契約の目的

物品の名称 消防ポンプ自動車

数 量 1 台

2 契約の方法

指名競争入札

3 契約金額

24,585,000 円(税込み)

4 契約の相手方

所 在 地 橋本市東家 5 丁目 1－3

名 称 有限会社 福井自動車

代 表 者 代表取締役 福井 一弘
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議案第 12 号

物品購入契約の締結について

化学消防ポンプ自動車(Ⅱ型)購入について､下記のとおり物品購入契約を締

結したいので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 3 条の規定により議会の議決を求め

る｡

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 契約の目的

物品の名称 化学消防ポンプ自動車

数 量 １台

2 契約の方法

指名競争入札

3 契約金額

88,275,000 円(税込み)

4 契約の相手方

所 在 地 橋本市神野々977 番地

名 称 有限会社 畑自動車

代 表 者 代表取締役 畑 隆明
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選第 1 号

橋本市公平委員会委員の選任について

橋本市公平委員会委員として、下記の者を選任したいので、地方公務員法

(昭和 25 年法律第 261 号)第 9条の 2第 2項の規定により、議会の同意を求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

氏 名 池田 和夫
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選第 2 号

橋本市固定資産評価審査委員会委員の選任について

橋本市固定資産評価審査委員会委員として、下記の者を選任したいので、地

方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 423 条第 3 項の規定により、議会の同意を

求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

氏 名 山口 孝次
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選第 3 号

橋本市固定資産評価審査委員会委員の選任について

橋本市固定資産評価審査委員会委員として、下記の者を選任したいので、地

方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 423 条第 3 項の規定により、議会の同意を

求める。

令和 7 年 6 月 9 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

氏 名 平田 直人
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